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◆講義項目◆               ※庁内実施のご相談も承っております。担当までご連絡ください。  
１．導入講義～防災・危機管理上の自治体の課題～   
２．災害対策本部運営の実務ポイント  
（1）危機管理の基本 
（2）災害対策本部の基本機能 
（3）住民避難誘導のポイント～避難勧告・避難指示発出の考え方～ 
 

３．危機管理マニュアル策定上の実務ポイント  
（1）戦略性を高める 
（2）指揮官（本部長）の視点で策定する 
（3）法務・コンプライアンス上の要請への配慮 

 
４．災害対策本部の機能強化  
（1）物理的環境 
（2）本部の体制・対応 
（3）情報収集・分析 
（4）意思決定 
（5）防災・危機管理担当課の役割 

 
５．業務継続計画（ＢＣＰ）の策定・再点検のポイント 
（1）「ひな形どおり」「ガイドラインのコピペばかり」のＢＣＰは機能しない 
（2）戦略的なＢＣＰ・機能するＢＣＰへのバーションアップ方法 
（3）教育・訓練のポイント～「疲れる訓練＝効果のある訓練」ではない～  

６．まとめ・質疑応答  
＜講師紹介＞  

一般社団法人日本経営協会 専任講師 

一般社団法人リーガル・リスクマネジメント研究機構 代表理事、危機管理実務コンサルタント  森 健 氏 
 
【略歴】1966 年生まれ。開成高校・慶應義塾大学法学部卒業後、静岡県下田市役所へ入庁。静岡県庁への出向を含め、約 12 年間自治体で実

務経験を積む（税務、用地買収、文書法規、情報公開、防災・危機管理、行財政改革など）。その後、企業へ転職し、住友電装㈱における
リスク管理体制再構築など、リスク管理、BCP、コンプライアンスを中心に複数社でマネジメント職（本部長、部長、課長）を経験。2015 年７月
より一般社団法人リーガル・リスクマネジメント研究機構の代表理事に就任。所属学会は地域安全学会及び日本自治体危機管理学会。 

 
【執筆】「企業法務入門テキスト～ありのままの法務～」（商事法務、共著）、「新型法務部のススメ」、「法務が挑む職場のメンタルヘルス」（法律雑誌

NBL）、「企業危機管理と初動の重要性」（経済広報 2016 年 1 月号） 他多数  

〈セミナー参加者特典〉 ＮＯＭＡ中部本部／行政管理講座 （一部の講座での新しい試みです） 

本講座 1 日目、もしくは 2 日目の終了後に、講座テーマに関する『庁内研修』や『制度・体制づくり』等のアドバイスについて、講師と本会担当者への 

個別ご相談時間（20-30 分程度）を設けます。 

基本的には、事前にご予約いただいた方を優先いたしますが、状況によっては、ご希望に添えない場合もございますので、ご了承ください。 

※（優先）対象…愛知・岐阜・三重・静岡（吉田町・牧之原市以西）・長野・富山・石川・福井県の自治体職員の方 

※ご希望者は、NOMA 中部本部／公務協力 G（TEL052-957-4173）までお問合せください。   
………………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

日本経営協会・中部本部 行（担当：竹本・里見） ※この面をそのままＦＡＸしてください       ＦＡＸ：（０５２）９５２－７４１８ 
□日本経営協会会員  □一 般 （該当する方にレ印を付けてください） 

60011379「避難勧告・避難指示発出の考え方と災害対策本部運営の基本実務講座」講座・参加申込書  Ｈ30/11.12-13      
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＜通信欄＞                
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担当 
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※ご請求書の宛名についてお知らせください       【 □団体名と同じ・ □異なる（宛名                                          ）】 
                                                                                                               
※太枠内にご記入ください。3 名様以上でお申込の場合は、別紙等に記載しあわせてお送りいただくか、複写してご利用ください。 

※参加申込書にご記入いただいた情報は、以下の目的に使用させていただきます。 

①参加券や請求書の発送などの事務処理 ②セミナーなど本会事業のご案内 なお②がご不要の場合は、右□にチェックしてください。 □ 


